
都市再生プロジェクトの多様な展開

対象地域・活動内容が拡大 関連する商品開発が進展、
新ビジネスが出現

活動の担い手の裾野が拡大

環境貢献を市場等が評価

•ごみゼロ型都市の再構築に向け、首都圏（協議会設
置１３年７月）に続き、京阪神圏（同１４年７月）、中部
圏（同１７年９月）へ拡大

•大学と地域の連携を促す「まちづくりネットワーク」
への参加登録が ３３１団体、メーリングリスト参加
者が６０９人に及び、 すでに、大学のない地域から

の連携への呼びかけなど、情報交換に発展

•防犯性能の高い建物
部品（ＣＰ部品）が、登
録開始から２年間で、
３３９９製品に拡大

•建築物の環境性能総合評価手法を官民連携で開
発。市場やまちづくり行政での有効活用に展開

•用途転換（コンバー
ジョン）等によるビル再
生ビジネスの市場規
模が年間2000～3000
億円に拡大との予測。
関連業界からも幅広く
参入の動き

東京・臨海地区

•小学生がドングリの種を蒔き、
苗木を育成。中央防波堤内
に「森の緑」として植樹を予
定。

東京・戸越１丁目

•住民発意に基づき、密集
市街地で建築規制が緩和
できる地区計画を導入、
耐震性を向上する建て替
えが順次展開

堺・浜寺地区

•小学生やボランティアダイ
バーの参加のもと、「コンブ
の森」を整備し、大阪湾の
環境浄化を推進

広島・流川薬研堀

• 住民団体のメンバーが独自
に防犯パトロール拠点を整
備。警察官の立寄所としても、
有効に利活用

•分別した建設副産物を混合せず輸送する「小口巡回
共同回収システム」の首都圏での実験から、中部
圏・京阪神圏での展開に向けて体制整備

•東京湾再生推進会議（14年２月）に加え、大阪湾再生
（１５年７月）・伊勢湾再生（１８年２月）・広島湾再生（１
８年３月）の各推進会議が発足し、独自の活動と進行
管理を展開

•臨海部の緑の創出、海の再生に向け、小学生など市
民各層が積極的に参画。活動の一翼を担って活躍

•安全・安心都市の再生に向け、危機意識の高い住民
自らが発意し、取り組みを進展

特殊な用具でも解錠が
難しいサムターン

バール等によるこじ破り
攻撃に対しても十分な強
度のあるデッドボルト

•新宿・歌舞伎町では、空き
ビルにテナント誘致を進め
る「家守」プロジェクトが始
動。定期的に物件見学ツ
アーを実施。

関連制度の改善・充実

•民間による都市再生活動の進展を促す各種制度改善
が進展

•都市公園法改正によ
り、民間事業者等が
公園施設を設置する
要件を緩和

民設民営による八王子・富士森公園
フットサルコート

•環境性能の高いプロジェクトの
みを対象に運用するＲＥＩＴが近く
上場予定

•横浜市・名古屋市・大阪市にお
いて、環境性能に着目した容積
率緩和制度の運用を開始

•川崎市・静岡県・京都府・京都
市・大阪府・兵庫県でも条例等に
位置づけ普及促進

大阪市・環境性能評価と容積緩和対象建築物の
例（梅新第一生命ビル）

（財）ニッセイ緑の財団

・中部圏では、愛・地
球博で導入した「Ｅ
ＸＰＯエコマネー」を
活用し、広域的エ
コツアーの試行実
施等、多様な主体
を巻き込む取組み
へと発展

：建て替えに着手した住宅等

地区計画区域

参考資料２



これまでに２０の都市
再生プロジェクトを決
定

官民連携体制の整備、目標設定、規
制緩和、制度改正等により、各プロ
ジェクトを前進

今後、プロジェクトの「担い手」や取り組みの
拡大、官民連携の強化等により、一層強力に
推進

都市再生プロジェクトの多様な展開（参考）

•当初目標に向けリサイクル施設整備等が確実に進捗
東京圏： ２７施設が稼働、１１施設が着手・整備中

京阪神圏：１６施設が稼働、７施設が着手・整備中

大都市圏におけるゴミゼロ型都市の再構築
•高度処理を行う廃棄物・リサイクル関連施設を複合的に整備
•水運等を活用した静脈物流システムの構築

•首都圏（協議会設置１３年７月）に続き、京阪神圏（同１４年７月）、中部圏（同１７年９
月）へ拡大

•首都圏協議会に経団連、中部圏協議会に中経連が参画

•分別した建設副産物を混合せず輸送する「小口巡回共同回収シス
テム」の首都圏での実験から、中部圏・京阪神圏での展開に向け
て体制整備

•関東百貨店協会が「共同配送システム」構築に取り組み。都内31
店舗が参画

• ごみ排出抑制等に関する目標の達成、不法投棄・不適正処理対策
の強化へ

→ 地域・主体の両面で一層の拡大へ

•那覇では、生ゴミ排出・回
収業者、飼料業者、農家等
をむすび、安定した生ゴミ
回収と飼料化・堆肥化を実
施。あわせて豚食文化を活
かしたエコツーリズムを開
発

•中部圏では、容器包装の使用削減のため
愛・地球博で導入した「ＥＸＰＯエコマネー」
の広域的普及等を検討

• 永田町・霞が関地区において、下水再生水を散水及び水洗トイレへの活
用を開始（１９年夏～）

• 建築物の環境性能評価手法を官民連携で開発。すでに市場における指
標等として有効活用

→ 市場の機能や、眠っている資源を活かし、効果的な環

境対策を展開

都市再生事業を通じた地球温暖化・
ヒートアイランドﾞ対策の展開

•都市のエネルギー消費合理化・排熱抑制
•緑化等による地表面熱環境の集中改善、建築物の環境性能の向上

•国会周辺では、保水性舗装、地下鉄ﾄﾝ
ﾈﾙ湧水、太陽光・風力発電による散水
を開始（17年夏）。路面温度１０℃低減。

太陽光発電システム
（ソーラーパネル）

風力発電シス
テム（風車）

散水管

保水性舗装

•横浜市・名古屋市・大阪市において、環境性能に
着目した容積率緩和制度の運用を開始

•川崎市・静岡県・京都府・京都市・大阪府・兵庫
県でも条例等に位置づけ普及促進

•環境性能の高いプロジェクトのみを対象に運用
するＲＥＩＴが近く上場予定 大阪市・環境性能評価と容積緩和対象建

築物の例（梅新第一生命ビル）

•全国１３のﾓﾃﾞﾙ地域内で、都市再生
事業を通じて環境対策を展開中

•東京都内では、１２年度～１７年末ま
でに約２２００件、５６ｈａで屋上等の緑
化を実施



大都市圏における都市環境インフラの再生
•大都市に残る貴重な自然環境の保全、臨海部における緑の拠点の創出、水循環系に着目した河川・海の再生

「桜の会・平成の通り抜け」
•中之島（大阪市）を含む川沿いの地域
（約7㎞）に桜1000本を植樹。市民等
から寄付を募り、１７年１月に植栽開始。

•東京湾再生推進会議（14年２月）に加え、大阪湾再生（１５年７月）・伊勢湾再生（１８年２
月）・広島湾再生（１８年３月）の各推進会議が発足し、独自の活動と進行管理を展開

→民のアイディアと力を活かして多様な都市環境の改善を展開

•浜寺地区（堺市）では、小学生など
地元住民やボランティアダイバー
の参加のもと、「コンブの森」を整
備し環境浄化を推進

•横浜では、市民の参加により、アマモ株の移植を進め、「海のゆりか
ご」アマモ場の再生を推進

•東京都内臨海地区の小学生がド
ングリの種を蒔き、苗木を育成。
中央防波堤内に「森の緑」として
植樹を予定。

都市再生プロジェクトの多様な展開（参考）

•都市緑地保全法を改正（都市緑地法）し、緑地保全、都市緑化等に関する施策体制を
再構築

•都市公園法の改正により、公園管理者以外の者が公園施設を設置することができる
要件を緩和

•首都圏の都市環境ｲﾝﾌﾗのｸﾞﾗﾝﾄﾞﾃﾞｻﾞｲﾝを策定（１６年３月）

•仮称・横浜環状北西線の計画策定に際しＰＩ手
法を導入。初期段階から情報開示を徹底

•地元との対話を経て、東京外かく環状道路の
地下化に向け、都市計画変更へ

→市民各層の意見を活かして整備を

促進

•東海環状自動車道（豊田東ＪＣＴ～美濃関ＪＣＴ）
が開業（１７年３月）

大都市圏の環状道路体系

の整備
•首都圏三環状道路等を整備
•大阪都心部で新たな環状道路を形成等

横浜環状北西線 オープンハウス

民設民営による八王子・富士森公園
フットサルコート

（財）ニッセイ緑の財団

•三鷹では、女子大の移転を機に住
民意識が高揚。既存の緑の保存・
活用に向け、緑化率を定めた地区
計画の指定や文教施設の誘致に
発展。



•ＰＦＩ手法等の円滑な導入のため、ＰＦＩ事業による民間収益施設の転売等を可能とし、経営上の選択肢を拡大（１７年法改正）
•東京都区部における国家公務員宿舎の移転・再配置の機会をとらえ、利活用が可能なものについて、都市再生の推進に資
する戦略的な活用等を促進

→多様な選択肢に対応した、民間事業者の活力とノウハウの活用を促進

•東京・大手町地区を国際的ビジネス
拠点として再生する段階的・連続的
な建替事業に着手（第一期再開発は
２１年度完成）

国有地の戦略的活用による都市拠点形成
・ＰＦＩ手法の一層の展開

•国有地を起爆剤として活用、総合的な都市再生を推進 ～大手町の再生、中央合同庁舎７号館のＰＦＩ手法による再開発等
•ＰＦＩ手法の活用に一層積極的に取り組む 等

東京駅

Ｊ
Ｒ
新
幹
線
・総
武
線
・山
手
線
等

大手町合同庁舎第１号館・２号館跡地
（第一期再開発の区域 約１．３ｈａ）

関係地権者等による組織（大手町まちづくり推進会
議）の区域 約４０．０ｈａ

築後３０年以上経過した建築物

土地区画整理事業の区域
約１３．1ｈａ

•中央合同庁舎７号館と民間建築
物とを含む街区を一体的に再開
発。１９年度完成

•ＰＦＩ事業が全国２３５件（平成18年5月末）に拡大

•京都御池中学校・複合施設（京都）
では、中学校建替と、老人福祉施
設、保育所、賑わい施設を一体整
備。１８年３月竣工。

•ひびきコンテナターミナルＰＦＩ事業
（北九州）が、17年4月に一部供用開
始。18年5月には中国・韓国・香港航
路化

少子化社会対策大綱（１６年６月）にお

いて、具体的な目標数値を策定・公表

→ 民間の活力を活かしつつ、

きめ細かい地域の子育て支
援と多様なサービス提供を充
実強化

都市部における保育

所待機児童の解消
•利用しやすい場所に保育所等の設置
促進

•既存の保育所ストックを最大限有効利
用

•３年間（14年～１７年）で保育所の受入
児童数が１５．６万人の増大。待機児
童数も２千人の減少。

•民間の発想を採り入れた公設民営・民
設民営保育所の設置が増大

• 民間への業務委託 ・・・３９８件（累計）
• 民間への公有施設（公立保育所等）の
貸与 ・・・１９８件（累計）

•地域における子育て支援拠点
１６年度 ２９４５ → ２１年度６０００箇所

•一時・特定保育
１６年度 ５９３５ → ２１年度９５００箇所

• ﾌｧﾐﾘｰｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ（放課後の預かり等）
１６年度 ３６８ → ２１年度７１０箇所

•保育所受け入れ児童数
１６年度 ２０３万 → ２１年度 ２１５万人

都市再生プロジェクトの多様な展開（参考）



•戸越１丁目（品川区）で
は、住民の発意に基づき、
建築規制が緩和できる
地区計画を導入し、建て
替えを促進

•密集市街地整備促進法の改正により権利変換等を行
う柔軟な整備手法を導入

•ＮＰＯ等による事業推進に対する助成制度を整備
•１７年度末までに、重点密集市街地の最低限の安全
性確保について約３割の進捗

•マンション建替の実務ノウハウの周知徹底（法制度、助成制度、
関連書式、合意形成等）と、コーディネート等支援充実

•団地再生の新たな手法提案を活かしたモデル的な事業実施
→ マンション建替・団地再生に取組む者の支援

体制を強化

•改正耐震改修促進法に基づき、耐震改修促進計画の策定、
建築物所有者等への指導の強化、情報提供等を徹底

•全自治体の取り組み状況を定期的に公表

→ 目標を明確にしつつ、所有者・居住者の理解

を得て、実効ある取組を実施

都市における既存ストックの活用・再生
•既存住宅を安心して売買や更新ができるしくみを整備
•学校の余裕教室や用途廃止した庁舎等公共施設の用途変更による有効利用
•都市中心部のメインストリートの再生に向けた道路の多面的利活用

•既存住宅の性能表示制度を創設
•マンション建替円滑化法の制定・施行（適用１８件、うち竣工５件）、
区分所有法改正

•廃校等の処分手続きの簡素化・弾力化
１５年度４１０の廃校（小中高）のうち１７８件を転用
１５年度３４３８件の余裕教室（公立小中）のうち２１３８件を転用

• 「地域の活性化等に資する路上イベントに伴う道路占用許可基準」
等を策定・周知。オープンカフェ等の社会実験を１９都市で実施 等

用途転換（コンバージョン）等による
ビル再生ビジネスの進展

•市場規模年間2000～3000億円に
拡大(予測)。関連業界から幅広く参
入の動き

•建築基準法による規制緩和等でコ
ンバージョンを円滑化

密集市街地の緊急整備
•重点密集市街地を１０年間（～２３年度）で整備

→多様な事業・規制手法の選択肢により、

地元地権者等の合意形成を円滑化

•仙台では、マン
ション建替円滑
化法の適用を
受け第５レジデ
ンスサンシャイ
ンマンションが
事業化

•東池袋（豊島区）で
は、住民との連携の
もと、沿道一体型の
まちづくりを開始

•災害時要援護者の支援に向け、対象者情報の適切な
取扱の確立の要

•建築物の安全性確保のためのストック情
報の的確な管理

• ＩＴによる制御技術を活用し安全確保に重
要な機能を有する設備システムの整備・
管理の適正化

•住宅の購入者の保護等に配慮した、建築
物の安全性に関係する各主体の役割分
担と責任の明確化の推進

→ 建築物に関する安全性確保

のためのソフト基盤整備を徹底

•防災上有効な道路等の重点整備と、沿道建築物の整
備等を一体的に進めるとともに、建築規制の緩和制度
の活用を推進

•合意形成の円滑化のための協議会設置や住民組織へ
の支援を実施

•基盤整備と沿道建築物の建て替えを一体・強力に進め
る事業手法の創設、連鎖的建替を促進する建築規制の
合理化を推進 （「経済成長戦略大綱」より）

都市再生プロジェクトの多様な展開（参考）

：建て替えに着手した住宅等

地区計画区域

東京・南青山「ﾗﾃｨｽ青山」の事例(16.4完成）東京・南青山「ﾗﾃｨｽ青山」の事例(16.4完成）

デザイン性ある賃貸マンション

オフィス（築３９年）



•第３期科学技術基本計画（１８～２２年）
において重点推進４分野にライフサイエ
ンスを位置づけ

→今後、成果に関する国民の

理解を促進し、一層の進展

•地域レベルの安全安心ステーション（警察）３３１地区、安心安全ステー
ション（消防）２１８地区でモデル事業実施

•地域学校安全指導員を全国展開へ

→幅広い担い手を巻き込んで防犯・防災活動の連携によ

る活動の拡大

• ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの進捗を客観的に評価する委員会
を設置し、ＰＤCＡ報告書への助言
→客観性・透明性のある開かれた

プロジェクト進行の管理へ

•大阪圏生活支援ロボット産業拠点形成に係
る推進協議会で、「実施計画書」を了承（17年
8月）

•１８年２～３月、大阪市内で、「ユビキタス街角
見守りロボット」を活用した、通学路の見守り

実験を展開。学童１００名が参加。

防犯対策等との連携協働による

安全・安心再構築
•大都市の繁華街の再生、多様な主体の連携で安全安心まちづくり

大阪圏における生活支援

ロボット産業拠点の形成
•産業化に向け総合的推進体制の構築
•国における推進体制の構築

自販機型ロボッ
トを通過するとラ
ンドセルに貼付
したＩＣタグを検
知し保護者に
メール送信

•大阪圏では国・自治体・経済団体からな
る協議会を設置し、特色を生かした拠点
整備を開始。１５ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが同時進行中。

•大阪・彩都ではﾊﾞｲｵｲﾝｷｭﾍﾞｰﾀ施設にﾍﾞ
ﾝﾁｬｰ２０社が入居

•東京圏では、ゲノム健康科学に関する７
つの先行的研究開発プロジェクトについ
て着手・進行中

大阪圏ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ国際
拠点形成 ・ 東京圏ｹﾞﾉ

ﾑ科学国際拠点形成
•拠点間の相互連携の促進と国における
推進体制の構築

•歌舞伎町(新宿区）では、空きビルにテ
ナント誘致を進める家守プロジェクトを
開始。定期的に物件ツアーを実施。

•住宅性能表示制度に「防犯性能」の表示を
追加。防犯マンションの評価基準を策定・
公表（１８年４月）

•防犯性能の高い建物部品（ＣＰ部品）登録
開始から２年で３３９９製品に拡大

•流川薬研堀（広島市）で
は、 住民団体のメンバー

が独自にパトロールの拠
点を整備。警察官の立寄
所としても有効活用。

•大阪駅北地区にお
いて次世代ﾛﾎﾞｯﾄ研
究開発拠点の整備
に向け、開発事業
者予定者を決定
（１８年６月）

新梅田シティ

ＪＲ大阪駅

淀川

約24ha

西梅田

茶屋町

先行開発区域

約７ha

新梅田シティ

ＪＲ大阪駅

淀川

約24ha

西梅田

茶屋町

先行開発区域

約７ha

・西大津（大津市）では、 住

民・事業者が警察と協働し、
青色回転灯付パトカーや
保安犬が出動する「まちの
保安官」をスタート

都市再生プロジェクトの多様な展開（参考）

特殊な用具でも解錠が
難しいサムターン

バール等によるこじ破り攻
撃に対しても十分な強度の
あるデッドボルト

神戸医療産業都市では、中核施設が集積し、医療関

連企業８７社が進出

連
携



→ 多様な主体の連携により、各都市の個性を活かした都市再生を推進

地方中枢都市における先進的で個性ある都市づくり・
北部九州圏におけるアジア産業交流拠点の形成

【人と環境を重視した都心づくり ～札幌 】【緑美しい都市の実現～仙台 】
【 水の都の再生～広島 】【アジアにおける新しい産業交流拠点～福岡】

•１８年８月を目途に、地元行政・ＮＰ
Ｏ等が一体となって調査・事業に
取り組む「琵琶湖・淀川流域連携
交流会」を設置

→関係する主体の参画に

よる連携協働の活動を推
進

• 「琵琶湖・淀川流域圏の再生協議
会」を設置（16年4月）【関係府県、
国交省ほか】

• 「琵琶湖・淀川流域圏の再生計画」
を策定（17年3月）

淀川赤川地区のワンド整備に着手
（１６年１０月）広島市内の河川を活かしたｵｰﾌﾟ

ﾝｶﾌｪの開設（１７年～）

琵琶湖・淀川流域圏
の再生

• 「歴史･文化を活かし自然と共生す
る流域圏･都市圏の再生」の実現

•流域全体での一体的な取組体制
を構築

【札幌】
•札幌駅前通地下歩行空間・エネルギー供給設
備（熱導管ピット等）の一体整備や、創成川通ア
ンダーパス連続化について、平成17年度から
事業着手

•すすきの地区における安全・安心なまちづくりを
推進するため、官民協働の協議会を結成し、
「防犯」「駐車対策」「活性化」の取り組みを展開

•協働型環境管理プログラムとして、市民・NPO・
企業・商店街が連携し違法広告物撤去や自転
車の整理等を実施

【仙台】
•百万本の森づくりにより、１年１万本を目標に、
市民への苗木交付等を実施

•１７年度から国道４号線の植栽工事（中央分離
帯への植樹）に着手

新天神地下街
（17年2月供用開始）

•都市再生事業計画を認定
•地下鉄建設と一体整備

新天神地下街
（17年2月供用開始）

•都市再生事業計画を認定
•地下鉄建設と一体整備

仙台市街地の「緑の回廊」整備

【広島】
•河川沿いの空間を活用した民
営のオープンカフェを開設。民
間4店舗が参画

•ＮＰＯの自主運営等による水辺
コンサートを継続実施。船上レ
ストラン実施を検討。

【福岡・北九州】
•東アジア経済交流推進機構を
設置【中国（4市）、韓国（3市）及
び福岡市・北九州市・下関市】

•アジア太平洋都市観光振興機
構を設立【海外12か国及び九
州46都市】
※17年9月第2回総会を福岡市
で開催

都市再生プロジェクトの多様な展開（参考）

札幌駅前通地下歩行空間整備
（17～22年度）



•羽田空港再拡張（２１年末供用開始）
•関西国際空港の二本目の滑走路供用開始（１９年）

→ より一層連携協働を強化する

各地の活動を支援

•大学と地域の連携推進に関する関係府
省連絡会議を設置

•連携協働を促す「まちづくりネットワーク」
参加者を募集（本年６月～）
参加登録団体 ３３１団体
メーリングリスト参加者 ６０９人

※すでに、大学のない地域からの連携への呼び
かけなど、情報交換がみられる

大学と地域の連携協働
による都市再生の推進

•大学と地域との連携の強化
•実践的社会人教育の推進や社会活動
への参加促進

•留学生・外国人研究者等の環境整備
•まちづくりと調和したキャンパスの形成
•連携を促進するための体制整備

•中部国際空港が開業
（１７年２月）

•羽田空港再拡張特措法
の施行
（１６年３月）

大都市圏の国際交流・物流機能の

強化
•空港の機能強化とアクセスの利便性向上
•国際港湾の機能強化

中部国際空港

1 3 1 1

8
3

9

16

42

72

86

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17

地域との連携強化（平成7年⇒平成17年）

出典：大学と地域との取組実態についてのアンケート（都市再生本部事務局）
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出典：大学と地域との取組実態についてのアンケート（都市再生本部事務局）
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まちづくり全般の
包括的協定

•港湾荷役作業が元日を除く364日24時間化
•港湾のﾌﾙｵｰﾌﾟﾝ化、国際ｺﾝﾃﾅﾀｰﾐﾅﾙ機能強化により、ｺﾝﾃﾅ
貨物の港湾内滞留時間が減少（3.1日（13年）→2.8日（16年））

•大型Ｘ線検査装置導入により、ｺﾝﾃﾅ検査時間短縮（２時間→
１０分）

•スーパー中枢港湾に京浜港、名古屋港・四日市港、大阪港・
神戸港を指定（１７年７月）

地域課題に関する大学と自治体との連携協定数の推移

（単位：件）

•スーパー中枢港湾において、２２年度までに、港湾コストを約
３割低減、リードタイムを１日程度にまで削減し、国際競争力
を強化

•成田空港については２１年度内に約１割、羽田空港について
は２１年内に約４割の能力増強のための施設整備とともに国
際定期便の就航を実現。関西空港は１９年に２期限定共用

•国際物流に対応した道路網・鉄道網の戦略的な構築、物流結
節点におけるロジスティクス機能の高度化等による国内外一
体となった物流ネットワークの構築

（「経済成長戦略大綱」より）

都市再生プロジェクトの多様な展開（参考）

•成田空港第１旅客ターミナル全面供用（１８年６月）。
共用自動ﾁｪｯｸｲﾝを導入、受託手荷物のｾｷｭﾘﾃｨﾁｪｯｸを自動

化するとともに、乗り継ぎ時間・移動距離を短縮。

•首都直下地震発生時に、政府の現地対策本部を有明
の丘地区に設置することを決定（平成１８年４月中央
防災会議）

•平成１９年度の一部供用を目指して整備を推進

•東京湾臨海部において２箇所の拠点整備に着手

東京湾臨海部の基幹的広域

防災拠点整備

•東京圏において災害対策活動の核となる基幹的広域
防災拠点を整備

首都圏広域防災
のヘッドクォーター
機能

有明の丘地区（東京都江東区）

本部棟
（現地対策本部設置）

災害医療支援
（トリアージ等）

広域支援部隊等ベースキャンプ

ヘリポート

コア部隊ベースキャンプ

耐
震
強
化
岸
壁

耐
震
強
化
岸
壁

被災時の緊急
物資等の物流
コントロール機能

救援物資の積出し

物流コントロール
センター施設棟

広域支援部隊等の一時集結地・ベースキャンプ

救援物資の積卸し

救援要員や物資の
積卸し(ﾍﾘﾎﾟｰﾄ)

救援物資の仕分け
・内陸への積出し

救援物資の積卸し

港湾広域防災
拠点支援施設

東扇島地区（川崎市）


